
（１）令和７年度　被保険者・保険税の収納状況等

世帯数・被保険者数

各年度末の状況

国民健康保険税収納率

各年度　3月末現在の状況

各年度　決算の状況

国民健康保険事業費納付金

各年度　決算の状況 【単位：千円】

医療費の状況

各年度　決算の状況 ※療養給付費・療養費・高額療養費の合算額 【単位：千円】

特定健診の受診状況

各年度健診終了時受診状況(速報値)　

特定保健指導の利用状況

各年度指導開始時の面接利用の状況

世帯数 16,104 15,453 15,077 14,824 14,555

被保険者数 23,637 22,314 21,451 20,791 20,199

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

R７年度

45.0%

合計 3,195,338 3,411,304 3,602,881 3,462,571

6,971

7,365,273

R５年度

介護納付金分 297,372 293,063 280,945 269,135

2,519,183 2,404,345

後期高齢者支援金等分

受診者数 9,172 8,694

751,344 728,369 802,753 789,091

利用率 13.7% 10.7% 11.5% 14.1%

利用者数 139 98 96 117

7,775 7,545

7,257,152

R３年度 R４年度 R５年度

保健指導対象者数 1,015 917 833 828

受診率 50.1% 48.4% 46.2% 47.4%

R３年度 R４年度 R６年度

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

特定健診対象者数 18,290 17,963

R７年度

16,812 15,933

滞納繰越分 24.6% 27.0% 32.4%

7,492,735 7,266,510

34.8%

268,518

合計 85.2% 86.4% 87.2% 88.6%

医療給付費分 2,146,622 2,389,872

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

R６年度

医療費 7,591,846

現年分 94.8% 94.8% 94.9% 95.7%

滞納繰越分 24.6% 27.0% 32.4% 34.8%

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

12.6%

3,265,033

R７年度

87.2%

R７年度

－

－

－

R７年度

2,202,985

721

91

793,530

R７年度

15,503

93.4%

33.0%

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

合計 83.4% 84.6% 85.2% 86.9%

現年分 92.7% 92.7% 92.4% 93.7%
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（２）令和８年度 昭島市国民健康保険特別会計予算

歳入 【単位：千円】

　

歳出 【単位：千円】

見込 千円

歳 出 合 計 11,790,570 11,912,000 △ 121,430 前年度比1.0％減

国民健康保険事業運営基金残高 令和８年度末 6,985

8 予 備 費 3,000 3,000 0 同上

7 諸 支 出 金 20,001 20,001 0 同上

6 公 債 費 10 10 0 昨年度と同額を見込む

5 基 金 積 立 金 580 483 97 預金利息の増

4 保 健 事 業 費 116,153 129,035 △ 12,882
被保険者の減少に伴う特定健康診査等事業費
の減

介 護 納 付 金 分 279,200 268,600 10,600 同上

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 金 分 74,700 0 74,700
同上
令和８年度新設

医 療 給 付 費 分 2,104,100 2,203,000 △ 98,900 令和８年度事業納付金（確定係数）による

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 792,500 793,600 △ 1,100 同上

3 国民健康保険事業費納付金 3,250,500 3,265,200 △ 14,700 医療給付費分の減

2 保 険 給 付 費 8,203,999 8,282,183 △ 78,184
報酬改定による増と被保険者の減少による給
付費の減により微減を見込む

1 総 務 費 196,327 212,088 △ 15,761
子ども子育て支援金対応に係るシステム改修
費、資格確認書等更新費用の減

歳 入 合 計 11,790,570 11,912,000 △ 121,430 前年度比1.0％減

予算科目（款） 令和８年度 令和７年度 前年度比較 備　考

科目存置

8 諸 収 入 14,404 14,067 337 預金利子の増

基 金 繰 入 金 90,000 80,000 10,000 令和７年度末残高見込：96,405千円

7 繰 越 金 1 1 0

財 政 安 定 化 支 援 事 業 繰 入 金 23,500 18,488 5,012 １人当たり医療費の増に伴う増

そ の 他 一 般 会 計 繰 入 金 898,316 922,971 △ 24,655
その他分:827,905千円
保健事業分：70,411千円

産前産後保険税保険税繰入金 3,000 3,000 0 昨年度と同額を見込む

出 産 育 児 一 時 金 繰 入 金 0 26,000 △ 26,000 令和８年度廃止

未就学児均等割保険税繰入金 6,300 5,800 500 子ども分創設に伴う増

職 員 給 与 費 等 繰 入 金 199,621 198,016 1,605 対象事務経費の増

一 般 会 計 繰 入 金 1,561,000 1,603,000 △ 42,000 一般会計繰入金の減による

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 430,263 428,725 1,538 子ども分創設に伴う増

6 繰 入 金 1,651,000 1,683,000 △ 32,000 一般会計繰入金の減による

5 財 産 収 入 580 483 97 金利上昇による利息の増

4 都 支 出 金 8,266,367 8,359,531 △ 93,164 普通交付金の減による

3 国 庫 支 出 金 1 21,207 △ 21,206
科目存置
子ども・子育て支援事業費補助金の減

予算科目（款） 令和８年度 令和７年度 前年度比較 備　考

2 一 部 負 担 金 1 1 0 科目存置

1 国 民 健 康 保 険 税 1,858,216 1,833,710 24,506
子ども分創設等による増　想定被保険者数
20,000人　現年収入割合：94.0％
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令和８年度　東京都多摩２６市国民健康保険税（料）　モデルケース別比較

モデル①：40歳代夫婦と小学生～高校生世代の子ども２人の４人世帯 モデル②：65歳以上の単身者世帯

前年中の総所得金額：300万円（給与収入 430万円） 前年中の総所得金額：43万円（年金収入 153万円）

保　険　者　名 合計額順位 保険税（料）合計 医療分 後期支援金分 介護納付金分 子ども・子育て分 保　険　者　名 合計額順位 保険税（料）合計 医療分 後期支援金分 介護納付金分 子ども・子育て分

八 王 子 市 1 614,400円 360,600円 144,400円 97,900円 11,500円 八 王 子 市 1 18,500円 12,700円 5,300円 ― 500円

立 川 市 9 506,300円 312,800円 107,600円 74,000円 11,900円 立 川 市 11 14,400円 10,200円 3,600円 ― 600円

武 蔵 野 市 20 450,400円 264,300円 97,400円 77,200円 11,500円 武 蔵 野 市 14 14,100円 9,900円 3,700円 ― 500円

三 鷹 市 18 458,400円 272,700円 106,300円 67,900円 11,500円 三 鷹 市 20 12,700円 8,700円 3,500円 ― 500円

青 梅 市 12 499,400円 301,300円 106,500円 79,700円 11,900円 青 梅 市 9 14,700円 10,300円 3,800円 ― 600円

府 中 市 24 428,200円 259,500円 87,900円 69,100円 11,700円 府 中 市 24 12,000円 8,600円 2,800円 ― 600円

昭 島 市 26 414,700円 235,600円 93,800円 73,600円 11,700円 昭 島 市 21 12,600円 8,400円 3,600円 ― 600円

調 布 市 19 452,100円 271,000円 97,000円 72,400円 11,700円 調 布 市 18 12,900円 9,100円 3,200円 ― 600円

町 田 市 4 545,300円 334,700円 114,600円 84,400円 11,600円 町 田 市 3 16,600円 12,000円 4,100円 ― 500円

福 生 市 13 497,800円 288,200円 118,400円 79,200円 12,000円 福 生 市 7 14,900円 10,100円 4,200円 ― 600円

羽 村 市 14 496,300円 288,000円 111,500円 85,300円 11,500円 羽 村 市 19 12,800円 8,700円 3,600円 ― 500円

あきる野市 16 479,100円 276,800円 103,900円 86,700円 11,700円 あきる野市 14 14,100円 9,900円 3,600円 ― 600円

日 野 市 15 485,000円 287,000円 103,100円 83,300円 11,600円 日 野 市 11 14,400円 10,300円 3,600円 ― 500円

多 摩 市 17 471,300円 284,500円 102,800円 72,500円 11,500円 多 摩 市 17 13,400円 9,200円 3,700円 ― 500円

稲 城 市 11 500,600円 292,400円 114,300円 82,400円 11,500円 稲 城 市 5 15,800円 11,000円 4,300円 ― 500円

国 立 市 25 420,700円 240,400円 94,900円 74,100円 11,300円 国 立 市 26 10,800円 7,000円 3,300円 ― 500円

狛 江 市 23 438,200円 256,800円 95,800円 74,400円 11,200円 狛 江 市 23 12,100円 8,300円 3,300円 ― 500円

小 金 井 市 10 503,900円 297,200円 113,800円 81,400円 11,500円 小 金 井 市 16 14,000円 9,300円 4,200円 ― 500円

国 分 寺 市 5 520,700円 296,600円 121,600円 90,900円 11,600円 国 分 寺 市 11 14,400円 9,600円 4,300円 ― 500円

武蔵村山市 7 508,900円 319,100円 106,700円 71,200円 11,900円 武蔵村山市 8 14,800円 10,500円 3,700円 ― 600円

東 大 和 市 3 555,400円 339,400円 113,400円 91,100円 11,500円 東 大 和 市 6 15,200円 11,100円 3,600円 ― 500円

東 村 山 市 2 566,000円 343,600円 119,600円 90,800円 12,000円 東 村 山 市 2 17,400円 12,500円 4,300円 ― 600円

清 瀬 市 21 442,200円 264,100円 91,600円 74,800円 11,700円 清 瀬 市 24 12,000円 8,400円 3,000円 ― 600円

東久留米市 6 513,400円 309,300円 111,700円 80,500円 11,900円 東久留米市 4 16,300円 11,700円 4,000円 ― 600円

西 東 京 市 22 438,800円 277,000円 76,900円 73,400円 11,500円 西 東 京 市 21 12,600円 9,900円 2,200円 ― 500円

小 平 市 8 507,400円 292,400円 120,400円 83,000円 11,600円 小 平 市 10 14,500円 9,700円 4,300円 ― 500円

26市平均 ― 489,035円 290,973円 106,765円 79,662円 11,635円 26市平均 ― 14,154円 9,888円 3,723円 542円

【注１】昭島市は、18歳以下の子（未就学児を除く）均等割５割軽減、法定軽減対象者も更に５割減免（この減免制度は令和８年度開始）
【注２】立川市は、未就学児の均等割額を全額免除（令和６年度開始）
【注３】武蔵野市は、第２子（未就学児を除く18歳以下）均等割５割軽減分反映、法定軽減対象者も更に５割軽減　（令和２年度開始、現在の軽減制度は令和４年度開始）
【注４】あきる野市は、第２子以降（未就学児を除く）均等割50％減適用、法定軽減対象者も更に50％減（令和元年度開始）
【注５】狛江市は、第３子以降均等割全額減免（令和４年度開始）上記モデルケースは子ども２名なので影響無し
【注６】武蔵村山市は、所得制限200万円で第2子均等割半額、第3子以降免除（令和元年度開始）上記モデルケースでは影響なし
【注７】東大和市は、第３子以降均等割額無料としていたが、令和5年度で終了。清瀬市は、第２子以降均等割５割軽減の減免制度があったが令和4年度で終了。
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